
平成 13年 3月期 中間決算短信(連結)  平成 12年 11月 24日

上   場   会   社   名     日本軽金属株式会社 上場取引所東 大 名 福 京 札

コード番号      5701 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 広報・ＩＲ室長 東京都

　　　　　　  氏　　        名　　　　星　直之 TEL (03) 5461 - 9333
中間決算取締役会開催日　　平成 12年 11月 24日

１. 12年 9月中間期の連結業績（平成 12年 4月 1日 ～ 平成 12年 9月 30日）
(1)連結経営成績

　　　　売    上    高 　　　　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

12年 9月中間期 267,944 － 4,018 － △ 2,122 －
11年 9月中間期 － － －
12年 3月期 549,194 2,150 △ 9,499

      中間(当期）純利益 　        １ 株 当 た り 中 間     潜在株式調整後１株当

           ( 当 期 ） 純 利 益     たり中間(当期）純利益

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭

12年 9月中間期 △2,973 － △ 5.72 －
11年 9月中間期 － － －
12年 3月期 △14,096 △31.01 －
(注)①持分法投資損益    12年 9月中間期 ２５７百万円   11年 9月中間期  － 百万円   12年 3月期 △1,559 百万円

     ②中間期末のデリバティブ取引の評価損益 15 百万円

     ③会計処理の方法の変更　　 無

     ④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)連結財政状態
      　  総  資  産         　株  主  資　本       株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

12年 9月中間期 597,479 93,582 15.7 172.25
11年 9月中間期 － － － －
12年 3月期 605,346 100,509 16.6 198.45

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　　　 営業活動による 　　　 投資活動による 　 　財務活動による 　現金及び現金同等物

　　　キャッシュ・フロー 　　　キャッシュ・フロー 　　キャッシュ・フロー 　期　 末 　残 　高
百万円 百万円 百万円 百万円

12年 9月中間期 7,881 △ 5,038 △ 6,404 38,473
11年 9月中間期 － － － －
12年 3月期 22,233 △ 7,629 △ 27,560 41,912

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数92社   持分法適用非連結子会社数－社   持分法適用関連会社数23社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）   ４社  （除外）      ４社   持分法（新規）      ４社  （除外）　      －社

２. 13年 3月期の連結業績予想（ 平成 12年 4月 1日  ～  平成 13年 3月 31日 ）
　 　　　　  売   上   高 　　　　経　常　利　益 　　当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円

通　　期 545,000 2,000 △ 3,000
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）     △５円６４銭
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＜企業集団の状況＞

　当企業集団は、当社、子会社１１４社及び関連会社６６社（平成１２年９月末現在）に
より構成されておりますが、その主な部門と各部門に係る当社、主要な連結子会社及び持
分法適用関連会社の事業系統図は次の通りです。

（製造・販売） （販売・その他）

（製造・販売） （販売・その他）

（持株会社）

（製造・販売） 　 　　（販売・その他）

（製造・販売） （販売・その他）

◎ 連結子会社　　　　 …９２社 　　　　 … 製品、原料の流れ
○ 持分法適用関連会社 …２３社 　　　 　… サービスの流れ

※ ｱﾙｷｬﾝ･ﾆｯｹｲ･ｱｼﾞｱ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽﾞ･ 　　　　 … 持株会社への出資 （平成１２年９月末現在）　　
　　　　　　　 　ﾘﾐﾃｯﾄﾞの子会社
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◎ﾄｰﾔﾙ･ｱﾒﾘｶ･ｲﾝｺｰﾎﾟﾚｲﾃｯﾄﾞ
◎ﾄｰﾔﾙ･ﾖｰﾛｯﾊﾟ･ｿｼｴﾃ･ｱﾉﾆﾑ
◎東洋ｱﾙﾐﾎｲﾙﾌﾟﾛﾀﾞｸﾂ
◎東洋ｴｺｰ
◎日軽産業
◎日本電極
◎日本ﾌﾙﾊｰﾌ
◎松尾工業
○三亜ｱﾙﾐﾆｳﾑ
○住軽日軽ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ
○東海ｱﾙﾐ箔
○日本ﾅｼｮﾅﾙ製罐
○日軽熱交

◎新日軽
◎理研軽金属工業
○川鉄ｱﾙﾐﾆｳﾑ工業
○ｺｽﾓ工業

◎日軽産業◎日軽形材

◎ｱﾙﾐﾆｳﾑ線材
○ｱﾏﾙｶﾞﾒｲﾃｯﾄﾞ･ｱﾙﾐﾆｳﾑ･ｱﾝﾄﾞ･
　　　 ｱﾛｲｽﾞ･ｽﾝﾄﾞﾘｱﾝ･ﾍﾞﾙﾊｯﾄﾞ
○ｲﾊﾗﾆｯｹｲ化学工業
○ﾀﾞｲｷ･ﾆｯｹｲ･ﾀｲ･ｶﾝﾊﾟﾆｰ･ﾘﾐﾃｯﾄﾞ

◎日軽産業
○ｱﾙﾊﾟｯｸ･ｱﾙﾐﾆｳﾑ･
　　　ｲﾝｺｰﾎﾟﾚｲﾃｯﾄﾞ
○玉井商船

○ｱﾙｷｬﾝ･ﾆｯｹｲ･ｱｼﾞｱ･
　ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽﾞ･ﾘﾐﾃｯﾄﾞ

◎東洋ｱﾙﾐﾆｳﾑ
◎日軽情報ｼｽﾃﾑ
◎日軽物流
◎日軽ﾌﾟﾛﾀﾞｸﾂ
○荒川水力電気
○東邦ｱｰｽﾃｯｸ

◎新日軽ﾍﾞｽﾄｼｽﾃﾑ
◎日軽ｱｰﾊﾞﾝﾋﾞﾙﾄﾞ
◎日軽産業
◎ﾆｯﾎﾟﾝ･ﾗｲﾄ･ﾒﾀﾙ(ﾎﾝｺﾝ)ﾘﾐﾃｯﾄﾞ

※ｱﾙﾐﾆｳﾑ･ｶﾝﾊﾟﾆｰ･ｵﾌﾞ･
　　　　　 ﾏﾚｰｼｱ･ﾍﾞﾙﾊｯﾄﾞ
※ｱﾙｷｬﾝ･ﾆｯｹｲ･ｻｲｱﾑ･ﾘﾐﾃｯﾄﾞ
※ｱﾙｷｬﾝ･ﾆｯｹｲ･ﾀｲ･ﾘﾐﾃｯﾄﾞ

-2-



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　日軽金（連結）

- ３ -

経営方針経営方針経営方針経営方針

（１）経営の基本方針（１）経営の基本方針（１）経営の基本方針（１）経営の基本方針

　　　　日本軽金属グループは企業の存立基盤である株主、取引先、従業員、地域社会に対する

　　　調和のとれた経営を行うことを基本に、①循環型社会が求める｢軽くて、丈夫で、リサイクルし

　　　やすい｣という基本ニーズに｢アルミニウム｣で応えていくこと、そして②アルミニウムであればこ

　　　その｢便利、簡単、安全｣を追求した、いわば｢アルミニウム＋１（プラス　ワン）｣製品を提供し

　　　続けること、③アルミニウムを通じて新時代における地球規模の問題解決に貢献すること、を

　　　経営の方針としております。

　　

（２）利益配分の基本方針（２）利益配分の基本方針（２）利益配分の基本方針（２）利益配分の基本方針

　当社は配当政策が、株主に対する企業姿勢の重要課題として認識しており、業績及び将

　　　来計画に応じた、適正かつ安定的な利益配分を行うことを基本方針としております。

　　　　配当政策につきましては、株主重視の企業姿勢を示す経営上の重要課題のひとつとして

　　　認識しておりますが、利益配分の基本方針のもと、固定化された配当性向や株主資本比率

　　　にはとらわれない柔軟な政策を採用しております。

（３）経営戦略及び対処すべき課題（３）経営戦略及び対処すべき課題（３）経営戦略及び対処すべき課題（３）経営戦略及び対処すべき課題

当社グループは、現在、昨年 1２月に策定した「日本軽金属グループの経営構造改革」に

基づく諸施策を着実に実行に移し、収益力向上に努めることを当面の課題としております。

初年度である平成１２年度に入ってからは、第一の課題である｢グループ内課題事業の再

構築｣の実行として、グループの収益体質確立をめざし、低収益・不採算部門の事業再構築

を統合、再編、提携、分社、撤退等の経営施策により強力に推進しております。

第二に、「安定収益事業の強化および成長事業の創出」として、当社グループが優位性を

保有する、アルミ箔、アルミパウダー・ペーストや化成品等の事業に経営資源を重点的に投

入していくとともに、アルミニウム合金分野において当社独自開発の新製品を市場に投入す

るなど、技術力を活かした差別化戦略を進めております。

（４）経営管理組織の整備等に関する施策（４）経営管理組織の整備等に関する施策（４）経営管理組織の整備等に関する施策（４）経営管理組織の整備等に関する施策

「経営システムの機能強化」として、本年６月に取締役員数を３１名から１０名に削減するとと

もに、取締役１０名の構成を社内取締役７名・社外取締役３名とし、取締役会の意思決定・執

行監督機能を実効性あるものと致しました。さらに、執行役員制度を導入し、業務執行につい

ての権限・責任を明確にすることにより、スピードある経営を実行しうる体制を整備し、コーポ

レートガバナンスの充実に努めております。
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経営成績経営成績経営成績経営成績

（１）当中間期業績の概況（１）当中間期業績の概況（１）当中間期業績の概況（１）当中間期業績の概況

　　①　業績全般に関する分析

　　　　　当上半期のわが国経済は、個人消費の勢いは依然として乏しいものの、ＩＴ関連事業を中

　　　心とした民間設備投資が増加傾向を示すなど、緩やかながら改善が続いているものと認識し

ております。

　　　　アルミニウム需要に影響を与える主な経済指標に関しては、建設関連では堅調であった住

　　　宅着工は減少したものの、非居住建築の着工について前年同期比プラスとなったことにより、

　　　全体では概ね横ばい状況となりました。また自動車関連では、平成１２年上半期の国内自動

　　　車生産台数が前年同期比３．５％増と全体では復調しましたが、トラック分野ではアジア向け

　　　が回復に向かってはいるものの、生産は前年同期比２．８％の減少となり依然厳しい状況が

　　　続いております。企業の設備投資は平成１２年４～６月期では全産業ベースで前年同期比

　　　２．２％増となり、ＩＴ関連需要を背景に堅調に推移しているものと考えております。

　　　　　このような経済環境の中で、当社の上半期業績は、着実に上向きへと転じて参りました。

　　　　　売上高は、予想値を約３０億円上回る２，６７９億４４百万円となり、利益面でも昨年１２月に

　　　策定した「日本軽金属グループの経営構造改革」の実行による効果も現れはじめ、営業利益

　　　は予想値を約１５億円上回る４０億１８百万円となりました。

　　　　　　しかしながら、当中間期から退職給付費用を営業外費用に計上していることなどもあり、経

　　　常利益段階では、損失２１億２２百万円となり、最終利益段階でも、中間純損失２９億７３百万

　　　円となりましたが、いずれもほぼ、期初予想通りとなりました。

② セグメント別分析

　セグメント別の業績は次のとおりであります。なお、当社は中間連結財務諸表を当中間期

　　　　から作成しておりますので、前年同期との比較は行っておりません。

　　　　【アルミナ・化成品、アルミ地金】

　　　　化成品部門では、アルミナ・水酸化アルミニウムは、耐火物・紙パルプ向けの需要が回復

　　したことに加え、電子材料向けの出荷が好調に推移しました。

　　　　また、化学品関係につきましては、苛性ソーダや塩素製品の需要は堅調でしたが、主力

　　の硫酸バンドの出荷は思わしくありませんでした。

　　　　　アルミニウム地金・合金部門につきましては、地金価格が上昇したことに加え、主力の自動

　　　　　車業界向けを中心とした需要回復の動きを受けて出荷は順調でした。

　　　　この結果、当セグメントの売上高は４６３億５８百万円、営業利益は４２億４１百万円となりまし

　　　　た。

　　　【板・押出製品】

　　　　　　アルミニウム板部門は、コンデンサー用箔地、半導体製造装置向け厚板や印刷板など

　　　　の分野で需要が増加したことや、市場開拓への積極的な取組みなどにより、売上は好調に
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　　　　推移しました。

　　　　　　また、その他の製品の販売も総じて堅調でした。

　　　　アルミニウム押出材部門につきましては、建材向けの需要が伸び悩むなどのマイナス要因

　　　　があったものの、管棒材や鉄道関連の出荷は昨年に引き続き好調でした。この結果、当セ

　　　　グメントの売上高は２７８億４７百万円、営業利益は３億１３百万円となりました。

　　　　

　　　　　　【加工製品、関連事業】

　　　　　　当セグメントは、メモリーディスク用アルミ基板事業からの撤退があったにもかかわらず、

　　　　売上高は１，０８６億４百万円、営業利益は４１億６２百万円となりました。

　　　　　　当セグメントの主要部門の概況は以下のとおりです。

　　　　アルミ箔、アルミパウダー・ペースト部門は、一般箔が低調に推移する中、成長続けるアルミ

　　　　電解コンデンサー用箔や自動車・携帯電話向け等の塗料用アルミペースト等の需要旺盛

　　　　な市場対応商品のほか、新製品の開発や積極的な営業活動を展開した結果、ほぼ所期の

　　　　成果を達成いたしました。

　　　　　　輸送関連部門は、トラックボディ事業が、体質強化策が効果を出し始めことに加え、一時

　　　　的特需による販売増加もあって、業績が好転し、また自動車関連部品事業のうち、素形材

　　　　製品やカーエアコン用コンデンサーは、新規受注の獲得に成功したことに加え、ブレーキ

　　　　関連部品の出荷が自動車のモデルチェンジに伴い増加したことなどにより、売上は堅調に

　　　　推移しました。

　　　　　　電子材料部門は、アルミ電解コンデンサー用箔につきましては、情報通信関連機器や

　　　　パソコン関連機器向けを中心としてコンデンサーの需要が堅調に推移したことに加え、順

　　　　次実施されてきた設備能力増強の効果もあり、売上は所期の目標を上回りました。

　　　　尚、コンピューター向けメモリーディスク用アルミ基板事業につきましては、本年３月末をも

　　　　って撤退いたしました。

　　　　　　建材系加工製品部門は、景観エンジニアリング事業は、地方自治体の財政難に伴う受

　　　　注低迷など、厳しい状況が続きました。

　　　　　　パネル事業関連につきましては、業務用冷凍・冷蔵庫の出荷は、食肉・水産加工向けを

　　　　中心に増加し、クリーンルームもパソコン販売が好調なことに加え、携帯電話へのカラー液

　　　　晶パネルの搭載が開始されたこと等に伴い、半導体・液晶業界における設備投資が増加し

　　　　たことを受けて、所期の目標を上回る売上となりました。

　　　　　　その他加工製品および関連事業部門につきましては、全般的な需要環境が回復してい

　　　　ない中で、特色ある製品や周辺機器の開発等により、売上は好調に推移しました。

　　　　

　　　　【建材製品】

　　　　　　建材製品につきましては、住宅着工戸数に若干の停滞が見られるなど、需要はほぼ横

　　　　ばいで推移し、少ないパイをめぐり、厳しい価格競争を強いられる状況が継続しておりま

　　　　す。
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　　　　　　このような状況の中、前期より引き続きコストダウンをはじめとする収益改善策を実施した

　　　　ものの、不透明な商況から販売価格下落に歯止めがかからず、当セグメントの売上高は８５

　　　　１億３５百万円、営業損失２９億４２百万円となりました。

③ 当中間期において決定または発生した重要事実

　　　　　　当社は、当中間期におきまして、「日本軽金属グループの経営構造改革」に基づく諸施

　　　　策を着実に実行に移し、収益力向上に努めてまいりました。

　　　　　前期末をもちまして、メモリーディスク用アルミ基板事業から全面撤退したことに続き、過

　　　　剰設備・過剰固定費が大きな負担となっている押出事業につきまして、本年７月に当社

　　　　100％子会社である日軽形材株式会社山形工場の押出３ラインを廃棄いたしました。さら

　　　　に、本年８月１日に株式交換の方法により、東証・大証各二部に上場していた新日軽株式

　　　　会社を当社の 100％子会社といたしました。今後は、当社と統一された経営方針の下、需

　　　　要低迷・販売価格下落などにより業績回復が遅れている建材事業の立て直しを進めてまい

　　　　ります。

　　　　　　なお、収益基盤の確立、業容発展を目的として、本年８月１日に当社景観エンジニアリン

　　　　グ事業と住友軽金属工業株式会社のアーバンエンジニアリング事業の販売・設計・工事部

　　　　門を統合した両社折半出資の合弁新会社「株式会社住軽日軽エンジニアリング」を発足さ

　　　　せました。

　　　　　　これら一連の構造改革により、当中間期に特別退職金１８億５３百万円他を特別損失に

　　　　計上致しております。

　　　　

　　　

（２）通期の業績見通し（２）通期の業績見通し（２）通期の業績見通し（２）通期の業績見通し

　　　今後の見通しにつきましては、個人消費回復の動向など、依然として不透明な要素が見

　受けられ、本格的な景気回復に至るかにつきましては、なお予断を許さない状況でありま

　す。

　また、米国の経済状況が影響してくるアルミニウム国際市況の変動、原油価格の上昇基

　調の影響によるコスト増加懸念、国内金利の上昇気運や時価会計への段階的移行等企業

　会計制度の変更など、国内外の経済および事業環境の変化要因次第では、当社のおかれ

　る環境も、引き続き厳しいものになると認識しております。

　　　　　　このような状況の中、下期も引き続き構造改革策を実行してまいります。具体的には、大

　　　　阪工場の押出３ラインを本年１２月末をもって廃棄し、同工場を閉鎖・売却処分にすること

　　　　と、同工場で有していた一部機能を平成１３年１月１日新設予定の「大阪センター」に移管

　　　　することを本年１０月に決定いたしました。

　　　　　また、平成１３年１月１日をもって、パネル事業の競争力向上を図ることを目的に、当社グ

　　　　ループ会社である日軽アーバンビルド株式会社の内装部門を当社に統合することも決定し

　　　　ております。



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　日軽金（連結）

- ７ -

　平成１３年３月期の業績見通しに関しましては、これまで実施してきた｢グループ経営構造

改革｣の収益改善策の効果により、売上高５，４５０億円、営業利益１１０億円、経常利益２０

億円と前期に比して大幅な収益改善を予定いたしております。

　しかしながら、下期に大阪工場閉鎖に伴う固定資産除却損等の構造改革費用計上が予

定されているため、当期純利益に関しましては、当初公表予想値より４５億円減少した、損

失３０億円となる見込みとなりました。

　　また、個別業績も売上高２，５５０億円、営業利益７５億円、経常利益２５億円と増収増益

を見込んでおりますが、上記理由により当期純利益は既公表予想値を下回る５億円を見込

んでおります。

　　このような業績予想に基づき、期末配当につきましては、０～２円の範囲で検討を致した

いと存じます。

　

　　　　　　　　　　　　　　　　平成１３年３月期決算　　連結業績予想の修正平成１３年３月期決算　　連結業績予想の修正平成１３年３月期決算　　連結業績予想の修正平成１３年３月期決算　　連結業績予想の修正

　 単位 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

前回発表（Ａ） 百万円 540,000 11,000 2,000 　　1,500

今回修正（Ｂ） 百万円 545,000 11,000 2,000 △ 3,000

増減額（Ｂ-Ａ） 百万円 　　5,000 　　　0 　　　0 △ 4,500

前期実績（C） 百万円 549,194 　2,150 　△ 9,499 　△ 14,096

前期比増減額（Ｂ－Ｃ） 百万円 △ 4,194 　8,850 11,499 　　11,096

　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　平成１３年３月期決算　　個別業績予想の修正平成１３年３月期決算　　個別業績予想の修正平成１３年３月期決算　　個別業績予想の修正平成１３年３月期決算　　個別業績予想の修正

単位 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

前回発表（Ａ） 百万円 245,000 　5,000 2,500 　　2,500

今回修正（Ｂ） 百万円 255,000 　7,500 2,500 　　　　500

増減額（Ｂ-Ａ） 百万円 　10,000 　2,500 　　0 △　2,000

前期実績（Ｃ） 百万円 　240,298 　1,306 　△　4,544 △ 7,685

前期比増減額（Ｂ－Ｃ） 百万円 　　14,702 　6,194 　7,044 　　8,185

＊ 業績見通しは、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、リスクや不確実性を含んでおります。実際の業績は、様々な

　重要な要素により、これら業績見通しとは大きく異なる結果と成り得ることをご承知おき下さい。

　実際の業績に影響を与える重要な要素には、当社及びグループ企業の事業領域を取り巻く経済情勢、需要変動、為替変動などが含ま

　　　　　　れます。



日軽金(連結)日軽金(連結)日軽金(連結)日軽金(連結)

（単位：百万円）（単位：百万円）（単位：百万円）（単位：百万円）

（ 資 産 の 部 ）（ 資 産 の 部 ）（ 資 産 の 部 ）（ 資 産 の 部 ）

 流 動 資 産 流 動 資 産 流 動 資 産 流 動 資 産 318,351318,351318,351318,351 320,592320,592320,592320,592 △△△△ 2,2412,2412,2412,241

現現現現 金金金金 及及及及 びびびび 預預預預 金金金金 38,87638,87638,87638,876 41,21541,21541,21541,215 △△△△ 2,3392,3392,3392,339

受受受受 取取取取 手手手手 形形形形 及及及及 びびびび 売売売売 掛掛掛掛 金金金金 189,013189,013189,013189,013 188,992188,992188,992188,992 21212121

たたたた なななな 卸卸卸卸 資資資資 産産産産 74,50274,50274,50274,502 69,95269,95269,95269,952 4,5504,5504,5504,550

そそそそ のののの 他他他他 18,25118,25118,25118,251 22,97222,97222,97222,972 △△△△ 4,7214,7214,7214,721

貸貸貸貸 倒倒倒倒 引引引引 当当当当 金金金金 △△△△ 2,2912,2912,2912,291 △△△△ 2,5392,5392,5392,539 248248248248

 固 定 資 産 固 定 資 産 固 定 資 産 固 定 資 産 279,128279,128279,128279,128 277,837277,837277,837277,837 1,2911,2911,2911,291

 有形固定資産 有形固定資産 有形固定資産 有形固定資産 204,547204,547204,547204,547 208,761208,761208,761208,761 △△△△ 4,2144,2144,2144,214

建建建建 物物物物 及及及及 びびびび 構構構構 築築築築 物物物物 73,18473,18473,18473,184 74,67874,67874,67874,678 △△△△ 1,4941,4941,4941,494

機機機機 械械械械 装装装装 置置置置 及及及及 びびびび 運運運運 搬搬搬搬 具具具具 57,96357,96357,96357,963 59,56659,56659,56659,566 △△△△ 1,6031,6031,6031,603

工工工工 具具具具 器器器器 具具具具 備備備備 品品品品 8,6958,6958,6958,695 8,9758,9758,9758,975 △△△△ 280280280280

土土土土 地地地地 62,48562,48562,48562,485 62,61862,61862,61862,618 △△△△ 133133133133

建建建建 設設設設 仮仮仮仮 勘勘勘勘 定定定定 2,2202,2202,2202,220 2,9242,9242,9242,924 △△△△ 704704704704

 無形固定資産 無形固定資産 無形固定資産 無形固定資産 3,1313,1313,1313,131 4,2554,2554,2554,255 △△△△ 1,1241,1241,1241,124

 投資その他の資産 投資その他の資産 投資その他の資産 投資その他の資産 71,45071,45071,45071,450 64,82164,82164,82164,821 6,6296,6296,6296,629

投投投投 資資資資 有有有有 価価価価 証証証証 券券券券 50,21050,21050,21050,210 44,70044,70044,70044,700 5,5105,5105,5105,510

そそそそ のののの 他他他他 29,18329,18329,18329,183 27,24827,24827,24827,248 1,9351,9351,9351,935

貸貸貸貸 倒倒倒倒 引引引引 当当当当 金金金金 △△△△ 7,9437,9437,9437,943 △△△△ 7,1277,1277,1277,127 △△△△ 816816816816

為為為為 替替替替 換換換換 算算算算 調調調調 整整整整 勘勘勘勘 定定定定          　－         　－         　－         　－ 6,9176,9176,9176,917 △△△△ 6,9176,9176,9176,917

資資資資 産産産産 合合合合 計計計計 597,479597,479597,479597,479 605,346605,346605,346605,346 △△△△ 7,8677,8677,8677,867

（平成12年9月30日）（平成12年9月30日）（平成12年9月30日）（平成12年9月30日） （平成12年３月31日）（平成12年３月31日）（平成12年３月31日）（平成12年３月31日） （△印減少）（△印減少）（△印減少）（△印減少）

　比　較　連　結　貸　借　対　照　表　　比　較　連　結　貸　借　対　照　表　　比　較　連　結　貸　借　対　照　表　　比　較　連　結　貸　借　対　照　表　

科　　　　　　目科　　　　　　目科　　　　　　目科　　　　　　目 当中間連結会計期間当中間連結会計期間当中間連結会計期間当中間連結会計期間 前連結会計年度前連結会計年度前連結会計年度前連結会計年度 比 較 増 減比 較 増 減比 較 増 減比 較 増 減
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日軽金(連結)日軽金(連結)日軽金(連結)日軽金(連結)

（単位：百万円）（単位：百万円）（単位：百万円）（単位：百万円）

（ 負 債 の 部 ）（ 負 債 の 部 ）（ 負 債 の 部 ）（ 負 債 の 部 ）

 流 動 負 債 流 動 負 債 流 動 負 債 流 動 負 債 297,576297,576297,576297,576 282,920282,920282,920282,920 14,65614,65614,65614,656

121,528121,528121,528121,528 113,010113,010113,010113,010 8,5188,5188,5188,518
128,567128,567128,567128,567 126,910126,910126,910126,910 1,6571,6571,6571,657
10,00010,00010,00010,000 5,0005,0005,0005,000 5,0005,0005,0005,000
37,48137,48137,48137,481 38,00038,00038,00038,000 △△△△ 519519519519

 固 定 負 債 固 定 負 債 固 定 負 債 固 定 負 債 203,184203,184203,184203,184 202,903202,903202,903202,903 281281281281

97,64897,64897,64897,648 102,637102,637102,637102,637 △△△△ 4,9894,9894,9894,989
69,36869,36869,36869,368 76,34476,34476,34476,344 △△△△ 6,9766,9766,9766,976

　　　　　　－　　　　　　－　　　　　　－　　　　　　－ 17,17117,17117,17117,171 △△△△ 17,17117,17117,17117,171
18,30218,30218,30218,302 　　　　　　－　　　　　　－　　　　　　－　　　　　　－ 18,30218,30218,30218,302
11,12211,12211,12211,122 　　　　　　－　　　　　　－　　　　　　－　　　　　　－ 11,12211,12211,12211,122
6,7446,7446,7446,744 6,7516,7516,7516,751 △△△△ 7777

500,760500,760500,760500,760 485,823485,823485,823485,823 14,93714,93714,93714,937

（（（（    少数株主持分少数株主持分少数株主持分少数株主持分    ））））

3,1373,1373,1373,137 19,01419,01419,01419,014 △△△△ 15,87715,87715,87715,877

（ 資 本 の 部 ）（ 資 本 の 部 ）（ 資 本 の 部 ）（ 資 本 の 部 ）

39,08539,08539,08539,085 37,45837,45837,45837,458 1,6271,6271,6271,627

32,30032,30032,30032,300 30,83730,83730,83730,837 1,4631,4631,4631,463

493493493493 493493493493 　　　　　　－　　　　　　－　　　　　　－　　　　　　－

28,48228,48228,48228,482 32,12332,12332,12332,123 △△△△ 3,6413,6413,6413,641

△△△△ 6,7716,7716,7716,771 　　　　　　－　　　　　　－　　　　　　－　　　　　　－ △△△△ 6,7716,7716,7716,771

△△△△ 7777 △△△△ 402402402402 395395395395

93,58293,58293,58293,582 100,509100,509100,509100,509 △△△△ 6,9276,9276,9276,927

597,479597,479597,479597,479 605,346605,346605,346605,346 △△△△ 7,8677,8677,8677,867

科　　　　　　目科　　　　　　目科　　　　　　目科　　　　　　目 当中間連結会計期間当中間連結会計期間当中間連結会計期間当中間連結会計期間 前連結会計年度前連結会計年度前連結会計年度前連結会計年度 比 較 増 減比 較 増 減比 較 増 減比 較 増 減
（平成12年9月30日）（平成12年9月30日）（平成12年9月30日）（平成12年9月30日） （平成12年３月31日）（平成12年３月31日）（平成12年３月31日）（平成12年３月31日） （△印減少）（△印減少）（△印減少）（△印減少）

支支支支払払払払手手手手形形形形及及及及びびびび買買買買掛掛掛掛金金金金
短短短短 期期期期 借借借借 入入入入 金金金金
一一一一 年年年年 内内内内 償償償償 還還還還 社社社社 債債債債
そそそそ のののの 他他他他

社社社社 債債債債
長長長長 期期期期 借借借借 入入入入 金金金金
退退退退 職職職職 給給給給 与与与与 引引引引 当当当当 金金金金
退退退退 職職職職 給給給給 付付付付 引引引引 当当当当 金金金金
連連連連 結結結結 調調調調 整整整整 勘勘勘勘 定定定定
そそそそ のののの 他他他他

負負負負 債債債債 合合合合 計計計計

少少少少 数数数数 株株株株 主主主主 持持持持 分分分分

資資資資 本本本本 金金金金

自自自自 己己己己 株株株株 式式式式

資資資資 本本本本 合合合合 計計計計

負負負負債債債債、、、、少少少少数数数数株株株株主主主主持持持持分分分分
及及及及 びびびび 資資資資 本本本本 合合合合 計計計計

資資資資 本本本本 準準準準 備備備備 金金金金

再再再再 評評評評 価価価価 差差差差 額額額額 金金金金

連連連連 結結結結 剰剰剰剰 余余余余 金金金金

為為為為 替替替替 換換換換 算算算算 調調調調 整整整整 勘勘勘勘 定定定定
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日軽金(連結)日軽金(連結)日軽金(連結)日軽金(連結)

（単位：百万円）（単位：百万円）（単位：百万円）（単位：百万円）

　　 科　　　　　目　　 科　　　　　目　　 科　　　　　目　　 科　　　　　目

267,944267,944267,944267,944 549,194549,194549,194549,194
216,453216,453216,453216,453 448,255448,255448,255448,255

51,49151,49151,49151,491 100,939100,939100,939100,939

47,47347,47347,47347,473 98,78998,78998,78998,789

4,0184,0184,0184,018 2,1502,1502,1502,150

74747474 146146146146
654654654654
257257257257

1,7371,7371,7371,737 3,3163,3163,3163,316

3,2493,2493,2493,249 7,2427,2427,2427,242
1,5591,5591,5591,559

2,4942,4942,4942,494
3,1193,1193,1193,119 6,3106,3106,3106,310

2,1222,1222,1222,122 9,4999,4999,4999,499

888888888888 2,1722,1722,1722,172
503503503503

578578578578

1,8531,8531,8531,853
370370370370 470470470470
347347347347 627627627627

10,20210,20210,20210,202
518518518518

3,3013,3013,3013,301 18,56618,56618,56618,566

1,0461,0461,0461,046 1,8111,8111,8111,811
△△△△ 297297297297 △△△△ 4,4484,4484,4484,448

1,0771,0771,0771,077 1,8331,8331,8331,833

2,9732,9732,9732,973 14,09614,09614,09614,096

32,12332,12332,12332,123 34,17634,17634,17634,176
6,0686,0686,0686,068

38383838 37373737

7,5347,5347,5347,534

344344344344

647647647647
1,0131,0131,0131,013 940940940940
37373737 9999

28,48228,48228,48228,482 32,12332,12332,12332,123

　比 較 連 結 損 益 及 び 剰 余 金 結 合 計 算 書　　比 較 連 結 損 益 及 び 剰 余 金 結 合 計 算 書　　比 較 連 結 損 益 及 び 剰 余 金 結 合 計 算 書　　比 較 連 結 損 益 及 び 剰 余 金 結 合 計 算 書　

当中間連結会計期間当中間連結会計期間当中間連結会計期間当中間連結会計期間 前連結会計年度前連結会計年度前連結会計年度前連結会計年度
自 平成12年4月 1日自 平成12年4月 1日自 平成12年4月 1日自 平成12年4月 1日 自 平成11年4月 1日自 平成11年4月 1日自 平成11年4月 1日自 平成11年4月 1日
至 平成12年9月30日至 平成12年9月30日至 平成12年9月30日至 平成12年9月30日 至 平成12年3月31日至 平成12年3月31日至 平成12年3月31日至 平成12年3月31日

売売売売 上上上上 高高高高
売売売売 上上上上 原原原原 価価価価

売売売売 上上上上 総総総総 利利利利 益益益益

販販販販 売売売売 費費費費 及及及及 びびびび 一一一一 般般般般 管管管管 理理理理 費費費費

営営営営 業業業業 利利利利 益益益益

営営営営 業業業業 外外外外 収収収収 益益益益
受受受受 取取取取 利利利利 息息息息
連連連連 結結結結 調調調調 整整整整 勘勘勘勘 定定定定 償償償償 却却却却 額額額額
持持持持 分分分分 法法法法 にににに よよよよ るるるる 投投投投 資資資資 利利利利 益益益益
そそそそ のののの 他他他他 のののの 営営営営 業業業業 外外外外 収収収収 益益益益

営営営営 業業業業 外外外外 費費費費 用用用用
支支支支 払払払払 利利利利 息息息息
持持持持 分分分分 法法法法 にににに よよよよ るるるる 投投投投 資資資資 損損損損 失失失失
過過過過 年年年年 度度度度 退退退退 職職職職 給給給給 付付付付 費費費費 用用用用
そそそそ のののの 他他他他 のののの 営営営営 業業業業 外外外外 費費費費 用用用用

経経経経 常常常常 損損損損 失失失失

特特特特 別別別別 利利利利 益益益益
固固固固 定定定定 資資資資 産産産産 売売売売 却却却却 益益益益
投投投投 資資資資 有有有有 価価価価 証証証証 券券券券 売売売売 却却却却 益益益益
子子子子会会会会社社社社所所所所有有有有親親親親会会会会社社社社株株株株式式式式売売売売却却却却益益益益

特特特特 別別別別 損損損損 失失失失
特特特特 別別別別 退退退退 職職職職 金金金金
休休休休 止止止止 費費費費 用用用用
投投投投 資資資資 有有有有 価価価価 証証証証 券券券券 評評評評 価価価価 損損損損
固固固固 定定定定 資資資資 産産産産 除除除除 却却却却 損損損損
退退退退 職職職職 年年年年 金金金金 過過過過 去去去去 勤勤勤勤 務務務務 費費費費 用用用用

税税税税金金金金等等等等調調調調整整整整前前前前中中中中間間間間((((当当当当期期期期))))純純純純損損損損失失失失

法法法法人人人人税税税税、、、、住住住住民民民民 税税税税及及及及 びびびび事事事事 業業業業税税税税
法法法法 人人人人 税税税税 等等等等 調調調調 整整整整 額額額額
少少少少 数数数数 株株株株 主主主主 損損損損 失失失失

中中中中 間間間間 (((( 当当当当 期期期期 )))) 純純純純 損損損損 失失失失

連連連連 結結結結 剰剰剰剰 余余余余 金金金金 期期期期 首首首首 残残残残 高高高高
過過過過 年年年年 度度度度 税税税税 効効効効 果果果果 調調調調 整整整整 額額額額

連連連連 結結結結 剰剰剰剰 余余余余 金金金金 増増増増 加加加加 高高高高
連結子会社の増加に伴う連結子会社の増加に伴う連結子会社の増加に伴う連結子会社の増加に伴う

剰剰剰剰 余余余余 金金金金 増増増増 加加加加 高高高高
連結子会社合併に伴う連結子会社合併に伴う連結子会社合併に伴う連結子会社合併に伴う

剰剰剰剰 余余余余 金金金金 増増増増 加加加加 高高高高
持分法適用会社増加に伴う持分法適用会社増加に伴う持分法適用会社増加に伴う持分法適用会社増加に伴う

剰剰剰剰 余余余余 金金金金 増増増増 加加加加 高高高高

連連連連 結結結結 剰剰剰剰 余余余余 金金金金 減減減減 少少少少 高高高高
持分法適用会社増加に伴う持分法適用会社増加に伴う持分法適用会社増加に伴う持分法適用会社増加に伴う

剰剰剰剰 余余余余 金金金金 減減減減 少少少少 高高高高
配配配配 当当当当 金金金金
役役役役 員員員員 賞賞賞賞 与与与与

連連連連結結結結剰剰剰剰余余余余金金金金中中中中間間間間期期期期末末末末((((期期期期末末末末))))残残残残高高高高

－－－－
－－－－

－－－－

－－－－

－－－－
－－－－

－－－－
－－－－

－－－－

－－－－

－－－－

－－－－

－－－－
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日軽金（連結）

　　　比 較 連 結 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書　　　比 較 連 結 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書　　　比 較 連 結 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書　　　比 較 連 結 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書

（単位：百万円）（単位：百万円）（単位：百万円）（単位：百万円）

　　　　　　科　　　目　　　　　　科　　　目　　　　　　科　　　目　　　　　　科　　　目

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フローⅠ 営業活動によるキャッシュ・フローⅠ 営業活動によるキャッシュ・フローⅠ 営業活動によるキャッシュ・フロー
税税税税 金金金金 等等等等 調調調調 整整整整 前前前前 当当当当 期期期期 純純純純 損損損損 失失失失 △△△△ 3,3013,3013,3013,301 △△△△ 18,56618,56618,56618,566
減減減減 価価価価 償償償償 却却却却 費費費費 9,7189,7189,7189,718 23,04723,04723,04723,047
連連連連 結結結結 調調調調 整整整整 勘勘勘勘 定定定定 償償償償 却却却却 額額額額 △△△△ 654654654654 　　－　　－　　－　　－
支支支支 払払払払 利利利利 息息息息 3,2493,2493,2493,249 7,2427,2427,2427,242
持持持持 分分分分 法法法法 にににに よよよよ るるるる 投投投投 資資資資 損損損損 益益益益 △△△△ 257257257257 1,5591,5591,5591,559
有有有有 形形形形 固固固固 定定定定 資資資資 産産産産 除除除除 却却却却 損損損損 454454454454 10,76510,76510,76510,765
有有有有 形形形形 固固固固 定定定定 資資資資 産産産産 売売売売 却却却却 益益益益 △△△△ 888888888888 △△△△ 2,3672,3672,3672,367
投投投投 資資資資 有有有有 価価価価 証証証証 券券券券 売売売売 却却却却 益益益益 △△△△ 503503503503 　　－　　－　　－　　－
投投投投 資資資資 有有有有 価価価価 証証証証 券券券券 評評評評 価価価価 損損損損 347347347347 627627627627
退退退退 職職職職 給給給給 付付付付 (((( 給給給給 与与与与 )))) 引引引引 当当当当 金金金金 のののの 増増増増 減減減減 額額額額 1,1171,1171,1171,117 △△△△ 614614614614
売売売売 上上上上 債債債債 権権権権 のののの 増増増増 減減減減 額額額額 1,7751,7751,7751,775 △△△△ 1,3601,3601,3601,360
たたたた なななな 卸卸卸卸 資資資資 産産産産 のののの 増増増増 減減減減 額額額額 △△△△ 5,1655,1655,1655,165 3,2073,2073,2073,207
仕仕仕仕 入入入入 債債債債 務務務務 のののの 増増増増 減減減減 額額額額 6,9316,9316,9316,931 3,1623,1623,1623,162
そそそそ のののの 他他他他 △△△△ 269269269269 2,9042,9042,9042,904

小　　　　　　計小　　　　　　計小　　　　　　計小　　　　　　計 12,55412,55412,55412,554 29,60629,60629,60629,606
利利利利 息息息息 及及及及 びびびび 配配配配 当当当当 金金金金 のののの 受受受受 取取取取 額額額額 218218218218 815815815815
利利利利 息息息息 のののの 支支支支 払払払払 額額額額 △△△△ 3,2483,2483,2483,248 △△△△ 7,1787,1787,1787,178
法法法法 人人人人 税税税税 等等等等 のののの 支支支支 払払払払 額額額額 △△△△ 1,6431,6431,6431,643 △△△△ 1,0101,0101,0101,010
営業活動によるキャッシュ・フロー営業活動によるキャッシュ・フロー営業活動によるキャッシュ・フロー営業活動によるキャッシュ・フロー 7,8817,8817,8817,881 22,23322,23322,23322,233

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フローⅡ 投資活動によるキャッシュ・フローⅡ 投資活動によるキャッシュ・フローⅡ 投資活動によるキャッシュ・フロー
有有有有 形形形形 固固固固 定定定定 資資資資 産産産産 のののの 取取取取 得得得得 にににに よよよよ るるるる 支支支支 出出出出 △△△△ 5,4085,4085,4085,408 △△△△ 12,80312,80312,80312,803
有有有有 形形形形 固固固固 定定定定 資資資資 産産産産 のののの 売売売売 却却却却 にににに よよよよ るるるる 収収収収 入入入入 1,4141,4141,4141,414 5,3915,3915,3915,391
投投投投 資資資資 有有有有 価価価価 証証証証 券券券券 のののの 取取取取 得得得得 にににに よよよよ るるるる 支支支支 出出出出 △△△△ 512512512512 △△△△ 353353353353
投投投投 資資資資 有有有有 価価価価 証証証証 券券券券 のののの 売売売売 却却却却 にににに よよよよ るるるる 収収収収 入入入入 743743743743 　　－　　－　　－　　－
そそそそ のののの 他他他他 △△△△ 1,2751,2751,2751,275 136136136136

投資活動によるキャッシュ・フロー投資活動によるキャッシュ・フロー投資活動によるキャッシュ・フロー投資活動によるキャッシュ・フロー △△△△ 5,0385,0385,0385,038 △△△△ 7,6297,6297,6297,629

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フローⅢ 財務活動によるキャッシュ・フローⅢ 財務活動によるキャッシュ・フローⅢ 財務活動によるキャッシュ・フロー
短短短短 期期期期 借借借借 入入入入 金金金金 のののの 純純純純 増増増増 減減減減 額額額額 1,6501,6501,6501,650 △△△△ 26,94926,94926,94926,949
ココココ ママママ ｰーーー シシシシ ャャャャ ルルルル ペペペペ ｰーーー パパパパ ｰーーー のののの 純純純純 減減減減 少少少少 額額額額 　　－　　－　　－　　－ △△△△ 5,0005,0005,0005,000
長長長長 期期期期 借借借借 入入入入 れれれれ にににに よよよよ るるるる 収収収収 入入入入 3,2983,2983,2983,298 36,20236,20236,20236,202
長長長長 期期期期 借借借借 入入入入 金金金金 のののの 返返返返 済済済済 にににに よよよよ るるるる 支支支支 出出出出 △△△△ 10,33010,33010,33010,330 △△△△ 23,41723,41723,41723,417
社社社社 債債債債 のののの 償償償償 還還還還 にににに よよよよ るるるる 支支支支 出出出出 　　－　　－　　－　　－ △△△△ 10,00010,00010,00010,000
子子子子会会会会社社社社所所所所有有有有親親親親会会会会社社社社株株株株式式式式のののの売売売売却却却却にににによよよよるるるる収収収収入入入入 　　－　　－　　－　　－ 3,0933,0933,0933,093
配配配配 当当当当 金金金金 のののの 支支支支 払払払払 額額額額 △△△△ 1,0081,0081,0081,008 △△△△ 804804804804
少少少少 数数数数 株株株株 主主主主 へへへへ のののの 配配配配 当当当当 金金金金 のののの 支支支支 払払払払 額額額額 △△△△ 16161616 △△△△ 701701701701
そそそそ のののの 他他他他 2222 16161616

財務活動によるキャッシュ・フロー財務活動によるキャッシュ・フロー財務活動によるキャッシュ・フロー財務活動によるキャッシュ・フロー △△△△ 6,4046,4046,4046,404 △△△△ 27,56027,56027,56027,560

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 1111 △△△△ 93939393
Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額 △△△△ 3,5603,5603,5603,560 △△△△ 13,04913,04913,04913,049
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 41,91241,91241,91241,912 54,73654,73654,73654,736
Ⅶ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額Ⅶ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額Ⅶ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額Ⅶ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 121121121121 225225225225
Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高 38,47338,47338,47338,473 41,91241,91241,91241,912

前連結会計年度前連結会計年度前連結会計年度前連結会計年度
自 平成11年4月 1日自 平成11年4月 1日自 平成11年4月 1日自 平成11年4月 1日
至 平成12年3月31日至 平成12年3月31日至 平成12年3月31日至 平成12年3月31日

当中間連結会計期間当中間連結会計期間当中間連結会計期間当中間連結会計期間
自 平成12年4月 1日自 平成12年4月 1日自 平成12年4月 1日自 平成12年4月 1日
至 平成12年9月30日至 平成12年9月30日至 平成12年9月30日至 平成12年9月30日
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中間連結財務諸表作成の基本となる重要な事項

１．連結の範囲
　　
　　連結子会社数　　　　　９２社…主要会社名は２頁に記載しております。

　　（新規）ケイナラ㈱、ニッケイコンテナ㈱、日軽インフォブリッジ㈱、
　　　　　　㈱エヌティーシー
　　（除外）日軽商事㈱、フルハーフ車体㈱、フルハーフスチール工業㈱、軽金属商工㈱

２．持分法の適用

　　持分法適用関連会社数　２３社…主要会社名は２頁に記載しております

（新規）イハラニッケイ化学工業㈱、ﾀﾞｲｷ･ﾆｯｹｲ･ﾀｲ･ｶﾝﾊﾟﾆｰ･ﾘﾐﾃｯﾄﾞ、
　　　　㈱住軽日軽エンジニアリング、
　　　　ｱﾏﾙｶﾞﾒｲﾃｯﾄﾞ･ｱﾙﾐﾆｳﾑ･ｱﾝﾄﾞ･ｱﾛｲｽﾞ･ｽﾝﾄﾞﾘｱﾝ･ﾍﾞﾙﾊｯﾄﾞ
（除外）なし。

３．会計処理基準

(１)資産の評価基準及び評価方法
①たな卸資産　　　　　　　　　　　　主として移動平均法に基づく原価法
②有価証券
　満 期 保 有 目 的 債 券             　　　　移動平均法に基づく原価法
　そ の 他 有 価 証 券             　　　　移動平均法に基づく原価法
　　

(２) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
①有形固定資産　　　　　　　　　　　主として定額法
②無形固定資産　　　　　　　　　　　定額法

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　なお、自社利用のソフトウェアについて
は、社内における利用可能期間（５年以
内）に基づく定額法を採用しております。

　　　③デリバティブ　　　　　　　　　　　時価法

(３)重要な引当金の計上基準
①貸倒引当金　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に
ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を
計上しております。

②退職給付引当金　　　　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末に
おける退職給付債務及び年金資産の見込み額に基づき、
当中間連結会計期間末において発生していると認められ
る額を計上しております。

　　　　　　　　　　　　なお、会計基準変更時差異(29,472 百万円)のうち、当
社及び一部の連結子会社の当中間連結会計期間における
退職者に係るものについては一括費用処理（1,276 百万
円)しており、それ以外の会計基準変更時差異については
１２年による按分額を費用処理しております。

(４)重要なリース取引の処理方法
　リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ－ス
取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理しております。
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(５)重要なヘッジ会計の方法
①ヘッジ会計の方法
　 繰延ヘッジ処理によっております。但し、振当処理の要件を満たす為替予約につい
ては、振当処理を行っております。また、金利スワップの特例処理の要件を満たすも
のについては、特例処理を行っております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象
(通貨関連)
ヘッジ手段…為替予約取引
ヘッジ対象…外貨建債権債務及び外貨建予定取引
(金利関連)
ヘッジ手段…金利スワップ取引
ヘッジ対象…借入金の支払金利及び保有する社債の受取金利
(商品関連)
ヘッジ手段…アルミニウム地金先渡取引
ヘッジ対象…アルミニウム地金の購入取引

③ヘッジ方針
　 将来における為替変動リスク、金利変動リスク及びアルミニウム地金の価格変動リ
スク等、様々な市場リスクの回避を目的として行っております。

(６)消費税等の会計処理の方法
 消費税及び地方消費税の会計処理の方法は、税抜方式によっております。

４.株式交換制度を利用した連結子会社の完全子会社化に伴う資本連結手続き
　　
平成１２年８月１日をもって、当社は連結子会社の新日軽㈱を株式交換制度を利用して

完全子会社化いたしました。株式交換に係る資本連結手続きについては、「株式交換及び
株式移転制度を利用して完全親子会社関係を創設する場合の資本連結手続」（公認会計士
協会会計制度委員会研究報告第６号　平成１２年８月３１日）に基づくパーチェス法によ
っております。

５．連結調整勘定の償却に関する事項

連結調整勘定の償却については、実質的判断により見積もりが可能なものはその見積り
年数で、その他については５年間で均等償却しております。
新日軽㈱を完全子会社としたことに伴い発生した連結調整勘定の償却については、３年

間で均等償却しております。
なお、金額が僅少な場合には発生日を含む中間連結会計期間（連結会計年度）において

一括償却しております。
　　
６.中間連結(連結)キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

中間連結（連結）キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、
手許現金、随時引出可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅
少なリスクしか負わない取得日から 3ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなって
おります。
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７．追加情報

（退職給付会計）
　当中間連結会計期間より退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関
する意見書」）（企業会計審議会　平成１０年６月１６日））を適用しております。この結果、
従来の方法によった場合と比較して、退職給付費用が２,２３３百万円増加し、経常損失は
２,６００百万円、税金等調整前中間純損失は２,１６７百万円増加しております。
　また、退職給与引当金及び企業年金制度の過去勤務費用に係る未払金は、退職給付引当
金に含めて表示しております。

（金融商品会計）
　当中間連結会計期間より金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関
する意見書」（企業会計審議会　平成１１年１月２２日））を適用しております。
　この結果、従来の方法によった場合と比較して、経常損失、税金等調整前中間純損失に
与える影響は軽微であります。
　また、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討した結果、満期保有目的の債券及
びその他有価証券に含まれるもののうち流動区分のもの以外は投資有価証券として表示し
ております。この結果、流動資産「その他」が４，５６４百万円減少し、投資有価証券が
同額増加しております。同様に、従来無形固定資産として表示していたゴルフ会員権等に
ついても、金融商品に係る会計基準の適用に伴い、期首時点で投資その他の資産「その他」
として表示しております。この結果、無形固定資産は１，６０６百万円減少し、投資その
他の資産「その他」は同額増加しております。
　なお、当中間連結会計期間においては、その他有価証券のうち時価のあるものについて
時価評価を行っておりません。平成１２年大蔵省令第１１号附則３項によるその他有価証
券に係る中間連結貸借対照表計上額等は次の通りであります。

　　　中間連結貸借対照表計上額　　　　 8,045 百万円
　　　時 価            　　　　11,060 百万円
　　　評 価 差 額 金 相 当 額                     1,708 百万円
　　　繰 延 税 金 負 債 相 当 額            　　　　 1,270 百万円
　　　少 数 株 主 持 分 相 当 額            　　　　    37 百万円

（外貨建取引等会計基準）
　当中間連結会計期間より改訂後の外貨建取引等会計処理基準（「外貨建取引等会計処理基
準の改訂に関する意見書」（企業会計審議会　平成１１年１０月２２日））を適用しており
ます。この変更による損益への影響はありません。
　また、前連結会計年度において資産の部に計上していた為替換算調整勘定は、中間連結
財務諸表規則の改正により、資本の部に含めて計上しております。



日軽金(連結)
（連結貸借対照表に関する注記）

1. 有形固定資産の減価償却累計額 301,585 百万円 296,188 百万円

2. 担保資産及び担保付債務
担 保 資 産 ●
有 形 固 定 資 産 123,864 百万円 126,172 百万円
そ の 他 931 百万円 996 百万円

担 保 付 債 務 ●
借 入 金 51,317 百万円 55,051 百万円

3. 偶発債務
債 務 保 証 27,671 百万円 27,797 百万円
(債務保証のうち共同保証
による実質他社負担額)
保 証 類 似 行 為 534 百万円 543 百万円

4. 受取手形割引高

受 取 手 形 割 引 高 4,130 百万円 4,061 百万円

5. 中間連結期末日満期手形の会計処理

　　中間連結期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。なお、当中間連結会計
　期間の末日は金融機関の休日であったため、次の中間連結期末日満期手形が中間連結期末残高に含まれております。

受 取 手 形 10,256 百万円
支 払 手 形 10,944 百万円

（連結キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

(単位:百万円)

1. 現金及び現金同等物の期末残高と
貸借対照表に掲記されている科目 左 記 の 内 現 金 左 記 の 内 現 金
の金額との関係 期末残高 及び現金同等物 期末残高 及び現金同等物

現金及び預金 38,876 37,354 41,215 40,112
流動資産「その他」 18,251 1,119 22,972 1,800
現金及び現金同等物の期末残高 38,473 41,912

当中間連結会計期間(平成12年9月30日)  前連結会計年度(平成12年3月31日)

当中間連結会計期間(平成12年9月30日)  前連結会計年度(平成12年3月31日)

当中間連結会計期間(平成12年9月30日)  前連結会計年度(平成12年3月31日)

( 6,614 百万円) ( 6,371 百万円)
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※当中間期に係る「子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの」については、個別中間財務諸表の
　注記事項として記載しております。

当中間連結会計期間（平成１２年９月３０日現在）

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの
(単位：百万円)

種　　類 中間連結貸借対照表 時　　価 差　　額
計 上 額

(1)社債 2,025 2,029 4
(2)その他 999 1,000 1

合　　計 3,024 3,029 5

２．時価のない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額
(単位：百万円)

　　　　　　　　　　種　　類 中間連結貸借対照表
計 上 額

(1)満期保有目的の債券
　　　非公募内国債券 125
(2)子会社株式及び関連会社株式 23,450
(3)その他有価証券
　　　非上場株式（店頭売買株式を除く） 15,285
　　　その他 125
　　　　　　　　　　合　　計 38,985

前連結会計年度（平成１２年３月３１日現在）
(単位：百万円)

種　　類 連 結 貸 借 対 照 表 　時　　価　 評 価 損 益
計 上 額 ( △ は 損 失 )

流動資産に属するもの
株　　　式 5,226 6,564 1,338
債　　　券 －  －  －  
そ　の　他 209 201 △ 8
小　計 5,435 6,765 1,330

固定資産に属するもの
株　　　式 4,219 6,023 1,804
債　　　券 －  －  －  
そ　の　他 －  －  －  
小　計 4,219 6,023 1,804
合　計 9,654 12,788 3,134

(注)
1.時価の算定方法
(1)上場有価証券………………主に、東京証券取引所の最終価格によっております。
(2)海外上場有価証券…………主たる証券取引所の最終価格によっております｡
(3)店頭売買有価証券…………日本証券業協会が公表する売買価格等によっております｡
(4)証券投資信託受益証券……基準価格によっております｡

2.開示の対象から除いた有価証券の連結貸借対照表計上額
＜流動資産に属するもの＞
　　　　　 コマーシャルペーパー 1,800 百万円
　　　　　 マネ－･マネ－ジメント･ファンド 125 百万円
　　　　　 その他 187 百万円
＜固定資産に属するもの＞
　　　　　 店頭売買有価証券を除く非上場株式 38,270 百万円
　　　　　 非上場の外国債券 2,000 百万円
　　　　　 非公募の内国債券 128 百万円
　　　　　 その他 83 百万円

有　価　証　券有　価　証　券有　価　証　券有　価　証　券
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当中間連結会計期間（平成１２年９月３０日現在）

当中間連結会計期間より金融商品に係る会計基準を適用しております。

（金利関連） (単位:百万円)
　 　　　 　　取引の種類 契約額等 時　　価 評 価 損 益

(△は損)

　　　金利スワップ取引

　　　　　受取固定･支払変動 11,000 598 47

　　　　　受取変動･支払固定 11,000 △ 69 △ 32

　　　　　　　合　　　計 －　 529 15
注) 1.時価の算定方法は、約定している金融機関から提示された価格によっております。
2.「受取固定･支払変動」と「受取変動･支払固定」は、互いのポジションを相殺しているため、実質的に
  市場リスクには晒されておりません。
3.金利スワップ取引の「契約額等」は計算上の想定元本であり、この金額自体がデリバティブ取引に係る
  市場リスク・信用リスクを表すものではありません。
4.ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。
5.「受取変動･支払固定」は、当初契約した「受取固定･支払変動」を実質的に解約する取引となるため、
　ヘッジ会計の中止として認識し、ヘッジ対象の損益が認識されるまで繰延処理( 514百万円　益)してお
　ります。
　　なお、時価相当額は中間連結貸借対照表にデリバティブ負債･資産として計上しております。

前連結会計年度（平成１２年３月３１日現在）

（金利関連） (単位:百万円)
区 　　種　　　類　　 　　　　　　契　約　額　等　 時　　価 評 価 損 益

分 うち１年超 (△は損)
市
場 金利スワップ取引
取
引 受取固定･支払変動 13,000 13,000 681 681
以
外
の 受取変動･支払固定 14,450 12,357 △ 65 △ 65
取
引
   合　　　計　　 －　 －　 616 616

注) 1.時価の算定方法は、約定している金融機関から提示された価格によっております。
2.｢受取固定･支払変動｣の一部と｢受取変動･支払固定｣の一部(いずれも想定元本 11,000百万円)は、互い
  のポジションを相殺しているため、実質的に市場リスクには晒されておりません。
3.金利スワップ取引の「契約額等」は計算上の想定元本であり、この金額自体がデリバティブ取引に係る
  市場リスク・信用リスクを表すものではありません。

（商品関連） (単位:百万円)
区 　　種　　　類　　 　　　　　　契　約　額　等　 時　　価 評 価 損 益

分 うち１年超 (△は損)
市
場 アルミニウム地金
取 先渡取引
引
以 　　売　　　建　　 784 －　 723 61
外
の 　　買　　　建　　 5,244 －　 5,192 △ 52
取
引
   合　　　計　　 －　 －　 －　 9

注) 1.時価の算定方法は、約定している商社から提示された価格によっております。
2.アルミニウム地金先渡取引は、アルミニウム地金の販売及び購入に係る価格変動リスクを回避するため
  のものであり、評価損益が将来の当連結グループ損益にそのまま影響を及ぼすものではありません。

デリバティブ取引の契約額、時価及び評価損益デリバティブ取引の契約額、時価及び評価損益デリバティブ取引の契約額、時価及び評価損益デリバティブ取引の契約額、時価及び評価損益
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（セグメント情報）（セグメント情報）（セグメント情報）（セグメント情報）

１．事業の種類別セグメント情報１．事業の種類別セグメント情報１．事業の種類別セグメント情報１．事業の種類別セグメント情報

当中間連結会計期間（自平成１２年４月１日　至平成１２年９月３０日）当中間連結会計期間（自平成１２年４月１日　至平成１２年９月３０日）当中間連結会計期間（自平成１２年４月１日　至平成１２年９月３０日）当中間連結会計期間（自平成１２年４月１日　至平成１２年９月３０日） （単位：百万円）　（単位：百万円）　（単位：百万円）　（単位：百万円）　
　アルミナ・　アルミナ・　アルミナ・　アルミナ・

 化成品、 化成品、 化成品、 化成品、 板、押出板、押出板、押出板、押出     加工製品、加工製品、加工製品、加工製品、建　　材建　　材建　　材建　　材 消去又は消去又は消去又は消去又は
 地　金 地　金 地　金 地　金 製　　品製　　品製　　品製　　品 関連事業関連事業関連事業関連事業 製　　品製　　品製　　品製　　品 計計計計 全　　社全　　社全　　社全　　社 連　　結連　　結連　　結連　　結

(1)(1)(1)(1) 外部顧客に対する売上高外部顧客に対する売上高外部顧客に対する売上高外部顧客に対する売上高 46,35846,35846,35846,358 27,84727,84727,84727,847 108,604108,604108,604108,604 85,13585,13585,13585,135 267,944267,944267,944267,944 267,944267,944267,944267,944
(2)(2)(2)(2) セグメント間のセグメント間のセグメント間のセグメント間の
　内部売上高又は振替高　内部売上高又は振替高　内部売上高又は振替高　内部売上高又は振替高 24,64724,64724,64724,647 13,43313,43313,43313,433 10,79110,79110,79110,791 741741741741 49,61249,61249,61249,612 (49,612)(49,612)(49,612)(49,612)

計計計計 71,00571,00571,00571,005 41,28041,28041,28041,280 119,395119,395119,395119,395 85,87685,87685,87685,876 317,556317,556317,556317,556 (49,612)(49,612)(49,612)(49,612) 267,944267,944267,944267,944

66,76466,76466,76466,764 40,96740,96740,96740,967 115,233115,233115,233115,233 88,81888,81888,81888,818 311,782311,782311,782311,782 (47,856)(47,856)(47,856)(47,856) 263,926263,926263,926263,926

営業利益(△は営業損失)営業利益(△は営業損失)営業利益(△は営業損失)営業利益(△は営業損失) 4,2414,2414,2414,241 313313313313 4,1624,1624,1624,162 △ 2,942△ 2,942△ 2,942△ 2,942 5,7745,7745,7745,774 (1,756)(1,756)(1,756)(1,756) 4,0184,0184,0184,018

前連結会計年度（自平成１１年４月１日　至平成１２年３月３１日）前連結会計年度（自平成１１年４月１日　至平成１２年３月３１日）前連結会計年度（自平成１１年４月１日　至平成１２年３月３１日）前連結会計年度（自平成１１年４月１日　至平成１２年３月３１日） （単位：百万円）　（単位：百万円）　（単位：百万円）　（単位：百万円）　
　アルミナ・　アルミナ・　アルミナ・　アルミナ・

 化成品、 化成品、 化成品、 化成品、 板、押出板、押出板、押出板、押出     加工製品、加工製品、加工製品、加工製品、建　　材建　　材建　　材建　　材 消去又は消去又は消去又は消去又は
 地　金 地　金 地　金 地　金 製　　品製　　品製　　品製　　品 関連事業関連事業関連事業関連事業 製　　品製　　品製　　品製　　品 計計計計 全　　社全　　社全　　社全　　社 連　　結連　　結連　　結連　　結

(1)(1)(1)(1) 外部顧客に対する売上高外部顧客に対する売上高外部顧客に対する売上高外部顧客に対する売上高 86,64286,64286,64286,642 55,99055,99055,99055,990 221,849221,849221,849221,849 184,713184,713184,713184,713 549,194549,194549,194549,194 549,194549,194549,194549,194
(2)(2)(2)(2) セグメント間のセグメント間のセグメント間のセグメント間の
　内部売上高又は振替高　内部売上高又は振替高　内部売上高又は振替高　内部売上高又は振替高 48,63648,63648,63648,636 26,66626,66626,66626,666 18,01118,01118,01118,011 3,4003,4003,4003,400 96,71396,71396,71396,713 (96,713)(96,713)(96,713)(96,713)

計計計計 135,278135,278135,278135,278 82,65682,65682,65682,656 239,860239,860239,860239,860 188,113188,113188,113188,113 645,907645,907645,907645,907 (96,713)(96,713)(96,713)(96,713) 549,194549,194549,194549,194

127,750127,750127,750127,750 82,01182,01182,01182,011 240,076240,076240,076240,076 189,911189,911189,911189,911 639,748639,748639,748639,748 (92,704)(92,704)(92,704)(92,704) 547,044547,044547,044547,044

営業利益(△は営業損失)営業利益(△は営業損失)営業利益(△は営業損失)営業利益(△は営業損失) 7,5287,5287,5287,528 645645645645 △ 216△ 216△ 216△ 216 △ 1,798△ 1,798△ 1,798△ 1,798 6,1596,1596,1596,159 (4,009)(4,009)(4,009)(4,009) 2,1502,1502,1502,150

（注）（注）（注）（注）1.事業区分の方法1.事業区分の方法1.事業区分の方法1.事業区分の方法
当社の事業区分の方法は、アルミニウムに関する製品の種類・性質・製造形態を考慮して区分しております。当社の事業区分の方法は、アルミニウムに関する製品の種類・性質・製造形態を考慮して区分しております。当社の事業区分の方法は、アルミニウムに関する製品の種類・性質・製造形態を考慮して区分しております。当社の事業区分の方法は、アルミニウムに関する製品の種類・性質・製造形態を考慮して区分しております。

2.各事業区分の主要製品2.各事業区分の主要製品2.各事業区分の主要製品2.各事業区分の主要製品

 アルミナ・化成品、地金 アルミナ・化成品、地金 アルミナ・化成品、地金 アルミナ・化成品、地金  アルミナ、水酸化アルミニウム、各種化学品、アルミニウム地金、合金地金 アルミナ、水酸化アルミニウム、各種化学品、アルミニウム地金、合金地金 アルミナ、水酸化アルミニウム、各種化学品、アルミニウム地金、合金地金 アルミナ、水酸化アルミニウム、各種化学品、アルミニウム地金、合金地金

 板、押出製品 板、押出製品 板、押出製品 板、押出製品  アルミニウム板、アルミニウム押出製品 アルミニウム板、アルミニウム押出製品 アルミニウム板、アルミニウム押出製品 アルミニウム板、アルミニウム押出製品

 電子材料、産業部品、景観関連製品、冷凍・冷蔵庫用パネル、箔、パウダー・ペースト、 電子材料、産業部品、景観関連製品、冷凍・冷蔵庫用パネル、箔、パウダー・ペースト、 電子材料、産業部品、景観関連製品、冷凍・冷蔵庫用パネル、箔、パウダー・ペースト、 電子材料、産業部品、景観関連製品、冷凍・冷蔵庫用パネル、箔、パウダー・ペースト、

 輸送関連製品等のアルミニウム加工製品、炭素製品、運送、情報処理、保険代理、リ－ス 輸送関連製品等のアルミニウム加工製品、炭素製品、運送、情報処理、保険代理、リ－ス 輸送関連製品等のアルミニウム加工製品、炭素製品、運送、情報処理、保険代理、リ－ス 輸送関連製品等のアルミニウム加工製品、炭素製品、運送、情報処理、保険代理、リ－ス

 建材製品 建材製品 建材製品 建材製品  ビル用建材、店舗用建材、住宅用建材 ビル用建材、店舗用建材、住宅用建材 ビル用建材、店舗用建材、住宅用建材 ビル用建材、店舗用建材、住宅用建材

3.3.3.3.　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、当中間連結会計期間 1,729　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、当中間連結会計期間 1,729　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、当中間連結会計期間 1,729　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、当中間連結会計期間 1,729
百万円、前連結会計年度 4,012百万円であります。その主なものは親会社の本社の総務、人事、経理等の百万円、前連結会計年度 4,012百万円であります。その主なものは親会社の本社の総務、人事、経理等の百万円、前連結会計年度 4,012百万円であります。その主なものは親会社の本社の総務、人事、経理等の百万円、前連結会計年度 4,012百万円であります。その主なものは親会社の本社の総務、人事、経理等の
管理部門に係る費用であります。管理部門に係る費用であります。管理部門に係る費用であります。管理部門に係る費用であります。

２．所在地別セグメント情報２．所在地別セグメント情報２．所在地別セグメント情報２．所在地別セグメント情報

　当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合　当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合　当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合　当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合
がいずれも90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。がいずれも90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。がいずれも90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。がいずれも90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

３．海外売上高３．海外売上高３．海外売上高３．海外売上高

　当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上　当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上　当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上　当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上
高の記載を省略しております。高の記載を省略しております。高の記載を省略しております。高の記載を省略しております。

主　　要　　製　　品主　　要　　製　　品主　　要　　製　　品主　　要　　製　　品

 加工製品、関連事業 加工製品、関連事業 加工製品、関連事業 加工製品、関連事業

事業区分　事業区分　事業区分　事業区分　

比 較 セ グ メ ン ト 情 報比 較 セ グ メ ン ト 情 報比 較 セ グ メ ン ト 情 報比 較 セ グ メ ン ト 情 報

売売売売 上上上上 高高高高

売売売売 上上上上 高高高高

営営営営 業業業業 費費費費 用用用用

営営営営 業業業業 費費費費 用用用用

-18-



平成 13年 3月期    個別中間財務諸表の概要 平成12年11月24日

上   場   会   社   名 日本軽金属株式会社 上場取引所 東 大 名 福 京 札

コード番号      5701 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 広報・ＩＲ室長 東京都

　　　　　　  氏　　        名　　星　直之 TEL (03) 5461 - 9333
中間決算取締役会開催日　　平成 12年 11月 24日 中間配当制度の有無　　有

中間配当支払開始日　　      平成   年   月   日

１. 12年 9月中間期の業績（平成 12年 4月 1日 ～ 平成 12年 9月 30日）
(1)経営成績 （百万円未満切り捨て）

　　　　  売   上   高 　   　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

12年 9月中間期 129,298 17.6 4,322 － 1,929 -
11年 9月中間期 109,941 △ 11.1 352 70.9 △ 1,545 -
12年 3月期 240,298 1,306 △ 4,544

     中間(当期）純利益 　      １ 株 当 た り 中 間

         ( 当 期 ） 純 利 益

百万円 ％ 円　　銭

12年 9月中間期 1,392 － 2.67
11年 9月中間期 △ 1,219 － △ 2.27
12年 3月期 △ 7,685 △ 14.67
(注)①期中平均株式数    12年 9月中間期 521,667,133 株   11年 9月中間期 536,823,002 株   12年 3月期 523,824,258 株

     ②会計処理の方法の変更　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金 （注）12年 9月中間期中間配当金内訳

円　銭 円　銭    記念配当        ０ 円０ 銭

12年 9月中間期 0.00 －    特別配当        ０ 円０ 銭

11年 9月中間期 0.00 －
12年 3月期 － 2.00

(3)財政状態
       　総  資  産        株  主  資　本 １株当たり

株主資本
百万円 百万円 ％ 円　　銭

12年 9月中間期 358,318 93,924 26.2 172.86
11年 9月中間期 335,214 93,534 27.9 174.24
12年 3月期 340,903 78,132 22.9 152.95
(注)期末発行済株式数    12年 9月中間期 543,350,370 株   11年 9月中間期 536,823,002 株   12年 3月期 510,825,514 株

２. 13年 3月期の業績予想（ 平成 12年 4月 1日  ～  平成 13年 3月 31日 ）
　 　　　　  売   上   高 　　　経　常　利　益 　　当　期　純　利　益   １株当たり年間配当金

期　　末

百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 255,000 2,500 500 0.0～2.0 0.0～2.0
（参考）1株当たり、予想当期純利益（通期）０円９４銭

株主資本比
率
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日軽金(単独)日軽金(単独)日軽金(単独)日軽金(単独)

(単位:百万円)(単位:百万円)(単位:百万円)(単位:百万円)

   科         目   科         目   科         目   科         目   当 中 間 期  当 中 間 期  当 中 間 期  当 中 間 期    前     期   前     期   前     期   前     期     増   減    増   減    増   減    増   減    前年中間期   前年中間期   前年中間期   前年中間期

   ( 資 産 の 部 ）   ( 資 産 の 部 ）   ( 資 産 の 部 ）   ( 資 産 の 部 ）

 流 動 資 産 流 動 資 産 流 動 資 産 流 動 資 産 142,745142,745142,745142,745 146,997146,997146,997146,997  △ △ △ △ 4,2524,2524,2524,252 138,465138,465138,465138,465

現現現現 金金金金 ・・・・ 預預預預 金金金金 7,5507,5507,5507,550 10,96410,96410,96410,964  △ △ △ △ 3,4133,4133,4133,413 18,23718,23718,23718,237
受受受受 取取取取 手手手手 形形形形 42,66842,66842,66842,668 41,87741,87741,87741,877 791791791791 40,57440,57440,57440,574
売売売売 掛掛掛掛 金金金金 51,59151,59151,59151,591 51,03451,03451,03451,034 557557557557 41,75841,75841,75841,758
たたたた なななな 卸卸卸卸 資資資資 産産産産 25,40425,40425,40425,404 25,29425,29425,29425,294 109109109109 22,49122,49122,49122,491
そそそそ のののの 他他他他 のののの 流流流流 動動動動 資資資資 産産産産 18,96118,96118,96118,961 21,43321,43321,43321,433  △ △ △ △ 2,4712,4712,4712,471 18,29518,29518,29518,295
貸貸貸貸 倒倒倒倒 引引引引 当当当当 金金金金  △ △ △ △ 3,4323,4323,4323,432  △ △ △ △ 3,6063,6063,6063,606 174174174174  △ △ △ △ 2,8912,8912,8912,891

 固 定 資 産 固 定 資 産 固 定 資 産 固 定 資 産 215,572215,572215,572215,572 193,906193,906193,906193,906 21,66621,66621,66621,666 196,748196,748196,748196,748

 有形固定資産 有形固定資産 有形固定資産 有形固定資産 109,442109,442109,442109,442 111,191111,191111,191111,191  △ △ △ △ 1,7481,7481,7481,748 101,262101,262101,262101,262

建建建建 物物物物 23,43623,43623,43623,436 23,76723,76723,76723,767  △ △ △ △ 331331331331 21,44021,44021,44021,440
機機機機 械械械械 装装装装 置置置置 32,39132,39132,39132,391 32,55332,55332,55332,553  △ △ △ △ 162162162162 37,81037,81037,81037,810
土土土土 地地地地 37,10437,10437,10437,104 37,23737,23737,23737,237  △ △ △ △ 133133133133 25,43425,43425,43425,434
そそそそ のののの 他他他他 のののの 有有有有 形形形形 固固固固 定定定定 資資資資 産産産産 16,51016,51016,51016,510 17,63217,63217,63217,632  △ △ △ △ 1,1211,1211,1211,121 16,57616,57616,57616,576

 無形固定資産 無形固定資産 無形固定資産 無形固定資産 1,0791,0791,0791,079 2,0422,0422,0422,042  △ △ △ △ 962962962962 2,1202,1202,1202,120

 投   資   等 投   資   等 投   資   等 投   資   等 105,050105,050105,050105,050 80,67280,67280,67280,672 24,37824,37824,37824,378 93,36593,36593,36593,365

投投投投 資資資資 有有有有 価価価価 証証証証 券券券券 20,78920,78920,78920,789 16,65416,65416,65416,654 4,1354,1354,1354,135 16,67216,67216,67216,672
関関関関 係係係係 会会会会 社社社社 株株株株 式式式式 71,92971,92971,92971,929 54,15154,15154,15154,151 17,77717,77717,77717,777 71,13771,13771,13771,137
そそそそ のののの 他他他他 のののの 投投投投 資資資資 13,71313,71313,71313,713 11,14711,14711,14711,147 2,5662,5662,5662,566 6,4186,4186,4186,418
株株株株 式式式式 評評評評 価価価価 引引引引 当当当当 金金金金 　　－　　－　　－　　－  △ △ △ △ 442442442442 442442442442  △ △ △ △ 170170170170
貸貸貸貸 倒倒倒倒 引引引引 当当当当 金金金金  △ △ △ △ 1,3821,3821,3821,382  △ △ △ △ 839839839839  △ △ △ △ 543543543543  △ △ △ △ 692692692692

資資資資 産産産産 合合合合 計計計計 358,318358,318358,318358,318 340,903340,903340,903340,903 17,41417,41417,41417,414 335,214335,214335,214335,214

(平成12年9月30日)(平成12年9月30日)(平成12年9月30日)(平成12年9月30日) (平成12年3月31日)(平成12年3月31日)(平成12年3月31日)(平成12年3月31日) (△印減少)(△印減少)(△印減少)(△印減少) (平成11年9月30日)(平成11年9月30日)(平成11年9月30日)(平成11年9月30日)

比比比比 較較較較 貸貸貸貸 借借借借 対対対対 照照照照 表表表表
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日軽金(単独)日軽金(単独)日軽金(単独)日軽金(単独)

(単位:百万円)(単位:百万円)(単位:百万円)(単位:百万円)

   科         目   科         目   科         目   科         目   当 中 間 期  当 中 間 期  当 中 間 期  当 中 間 期    前     期   前     期   前     期   前     期 増   減増   減増   減増   減    前年中間期   前年中間期   前年中間期   前年中間期

  （ 負 債 の 部 ）  （ 負 債 の 部 ）  （ 負 債 の 部 ）  （ 負 債 の 部 ）

 流 動 負 債 流 動 負 債 流 動 負 債 流 動 負 債 131,350131,350131,350131,350 121,794121,794121,794121,794 9,5559,5559,5559,555 113,476113,476113,476113,476

支支支支 払払払払 手手手手 形形形形 19,23819,23819,23819,238 15,63515,63515,63515,635 3,6033,6033,6033,603 13,86313,86313,86313,863
買買買買 掛掛掛掛 金金金金 30,31730,31730,31730,317 29,53329,53329,53329,533 784784784784 22,88322,88322,88322,883
短短短短 期期期期 借借借借 入入入入 金金金金 55,61355,61355,61355,613 55,15655,15655,15655,156 456456456456 54,40254,40254,40254,402
一一一一 年年年年 内内内内 償償償償 還還還還 社社社社 債債債債 10,00010,00010,00010,000 5,0005,0005,0005,000 5,0005,0005,0005,000 10,00010,00010,00010,000
そそそそ のののの 他他他他 のののの 流流流流 動動動動 負負負負 債債債債 16,18016,18016,18016,180 16,46916,46916,46916,469  △ △ △ △ 288288288288 12,32712,32712,32712,327

 固 定 負 債 固 定 負 債 固 定 負 債 固 定 負 債 133,043133,043133,043133,043 140,977140,977140,977140,977  △ △ △ △ 7,9337,9337,9337,933 128,203128,203128,203128,203

社社社社 債債債債 77,00077,00077,00077,000 82,00082,00082,00082,000  △ △ △ △ 5,0005,0005,0005,000 87,00087,00087,00087,000
長長長長 期期期期 借借借借 入入入入 金金金金 41,59141,59141,59141,591 45,90745,90745,90745,907  △ △ △ △ 4,3164,3164,3164,316 30,64430,64430,64430,644
退退退退 職職職職 給給給給 与与与与 引引引引 当当当当 金金金金 　　－　　－　　－　　－ 7,6297,6297,6297,629  △ △ △ △ 7,6297,6297,6297,629 5,7275,7275,7275,727
退退退退 職職職職 給給給給 付付付付 引引引引 当当当当 金金金金 8,4878,4878,4878,487 　　－　　－　　－　　－ 8,4878,4878,4878,487 　　－　　－　　－　　－
そそそそ のののの 他他他他 のののの 固固固固 定定定定 負負負負 債債債債 5,9645,9645,9645,964 5,4405,4405,4405,440 524524524524 4,8314,8314,8314,831

負負負負 債債債債 合合合合 計計計計 264,393264,393264,393264,393 262,771262,771262,771262,771 1,6221,6221,6221,622 241,679241,679241,679241,679

  （ 資 本 の 部 ）  （ 資 本 の 部 ）  （ 資 本 の 部 ）  （ 資 本 の 部 ）

39,08439,08439,08439,084 37,45837,45837,45837,458 1,6261,6261,6261,626 48,03948,03948,03948,039

46,67946,67946,67946,679 32,79032,79032,79032,790 13,88813,88813,88813,888 31,14531,14531,14531,145

            資資資資 本本本本 準準準準 備備備備 金金金金 44,62344,62344,62344,623 30,83630,83630,83630,836 13,78613,78613,78613,786 29,19229,19229,19229,192
            利利利利 益益益益 準準準準 備備備備 金金金金 2,0552,0552,0552,055 1,9531,9531,9531,953 102102102102 1,9531,9531,9531,953

8,1608,1608,1608,160 7,8837,8837,8837,883 277277277277 14,34914,34914,34914,349

任任任任 意意意意 積積積積 立立立立 金金金金 6,4416,4416,4416,441 7,6597,6597,6597,659  △ △ △ △ 1,2171,2171,2171,217 7,6597,6597,6597,659

中間(当期)未処分利益中間(当期)未処分利益中間(当期)未処分利益中間(当期)未処分利益 1,7191,7191,7191,719 223223223223 1,4951,4951,4951,495 6,6906,6906,6906,690
 (うち中間純利益又は (うち中間純利益又は (うち中間純利益又は (うち中間純利益又は (((( 1,3921,3921,3921,392 )))) (△(△(△(△ 7,6857,6857,6857,685 )))) (((( 9,0789,0789,0789,078 )))) (△(△(△(△ 1,2191,2191,2191,219 ))))
   中間(当期)純損失(△)）   中間(当期)純損失(△)）   中間(当期)純損失(△)）   中間(当期)純損失(△)）
資資資資 本本本本 合合合合 計計計計 93,92493,92493,92493,924 78,13278,13278,13278,132 15,79215,79215,79215,792 93,53493,53493,53493,534

負負負負 債債債債 及及及及 びびびび 資資資資 本本本本 合合合合 計計計計 358,318358,318358,318358,318 340,903340,903340,903340,903 17,41417,41417,41417,414 335,214335,214335,214335,214

(平成12年9月30日)(平成12年9月30日)(平成12年9月30日)(平成12年9月30日) (平成12年3月31日)(平成12年3月31日)(平成12年3月31日)(平成12年3月31日) (△印減少)(△印減少)(△印減少)(△印減少) (平成11年9月30日)(平成11年9月30日)(平成11年9月30日)(平成11年9月30日)

資資資資 本本本本 金金金金

法法法法 定定定定 準準準準 備備備備金金金金

剰剰剰剰 余余余余 金金金金
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日軽金（単独）日軽金（単独）日軽金（単独）日軽金（単独）

比　較　損　益　計　算　書比　較　損　益　計　算　書比　較　損　益　計　算　書比　較　損　益　計　算　書

（単位：百万円）（単位：百万円）（単位：百万円）（単位：百万円）

( 経 常 損 益 の 部 )( 経 常 損 益 の 部 )( 経 常 損 益 の 部 )( 経 常 損 益 の 部 )

営 業 損 益 の 部営 業 損 益 の 部営 業 損 益 の 部営 業 損 益 の 部

営 業 収 益営 業 収 益営 業 収 益営 業 収 益

売売売売 上上上上 高高高高 129,298129,298129,298129,298 109,941109,941109,941109,941 19,35719,35719,35719,357 240,298240,298240,298240,298

営 業 費 用営 業 費 用営 業 費 用営 業 費 用

売売売売 上上上上 原原原原 価価価価 111,879111,879111,879111,879 95,60795,60795,60795,607 16,27216,27216,27216,272 210,056210,056210,056210,056

販販販販 売売売売 費費費費 及及及及 びびびび 一一一一 般般般般 管管管管 理理理理費費費費 13,09513,09513,09513,095 13,98113,98113,98113,981  △ △ △ △ 885885885885 28,93528,93528,93528,935

営　業　利　益営　業　利　益営　業　利　益営　業　利　益 4,3224,3224,3224,322 352352352352 3,9703,9703,9703,970 1,3061,3061,3061,306

( 営 業 外 損 益 の 部 )( 営 業 外 損 益 の 部 )( 営 業 外 損 益 の 部 )( 営 業 外 損 益 の 部 )

営 業 外 収 益営 業 外 収 益営 業 外 収 益営 業 外 収 益

受受受受 取取取取 利利利利 息息息息 及及及及 びびびび 配配配配 当当当当 金金金金 2,3722,3722,3722,372 855855855855 1,5161,5161,5161,516 1,2411,2411,2411,241

そそそそ のののの 他他他他 のののの 営営営営 業業業業 外外外外 収収収収 益益益益 1,3061,3061,3061,306 798798798798 507507507507 2,0902,0902,0902,090

営 業 外 費 用営 業 外 費 用営 業 外 費 用営 業 外 費 用

支支支支 払払払払 利利利利 息息息息 1,8241,8241,8241,824 1,9851,9851,9851,985  △ △ △ △ 160160160160 4,0664,0664,0664,066

過過過過 年年年年 度度度度 退退退退 職職職職 給給給給 付付付付 費費費費 用用用用 1,8151,8151,8151,815 　　－　　－　　－　　－ 1,8151,8151,8151,815 　　－　　－　　－　　－

有有有有 価価価価 証証証証 券券券券 評評評評 価価価価 損損損損 　　－　　－　　－　　－ 884884884884  △ △ △ △ 884884884884 1,3451,3451,3451,345

そそそそ のののの 他他他他 のののの 営営営営 業業業業 外外外外 費費費費 用用用用 2,4322,4322,4322,432 682682682682 1,7501,7501,7501,750 3,7703,7703,7703,770

1,9291,9291,9291,929  △ △ △ △ 1,5451,5451,5451,545 3,4753,4753,4753,475  △ △ △ △ 4,5444,5444,5444,544

( 特 別 損 益 の 部 )( 特 別 損 益 の 部 )( 特 別 損 益 の 部 )( 特 別 損 益 の 部 )

特  別  利  益特  別  利  益特  別  利  益特  別  利  益 1,3721,3721,3721,372 　　－　　－　　－　　－ 1,3721,3721,3721,372 　　－　　－　　－　　－

固固固固 定定定定 資資資資 産産産産 売売売売 却却却却 益益益益 888888888888 　　－　　－　　－　　－ 888888888888 　　－　　－　　－　　－

投投投投 資資資資 有有有有 価価価価 証証証証 券券券券 売売売売 却却却却 益益益益 484484484484 　　－　　－　　－　　－ 484484484484 　　－　　－　　－　　－

特  別  損  失特  別  損  失特  別  損  失特  別  損  失 2,1052,1052,1052,105 367367367367 1,7371,7371,7371,737 8,1188,1188,1188,118

特特特特 別別別別 退退退退 職職職職 金金金金 1,7341,7341,7341,734 　　－　　－　　－　　－ 1,7341,7341,7341,734 　　－　　－　　－　　－

休休休休 止止止止 費費費費 用用用用 370370370370 173173173173 196196196196 470470470470

退退退退 職職職職 年年年年 金金金金 過過過過 去去去去 勤勤勤勤 務務務務 費費費費用用用用 　　－　　－　　－　　－ 194194194194  △ △ △ △ 194194194194 422422422422

固固固固 定定定定 資資資資 産産産産 除除除除 却却却却 損損損損 　　－　　－　　－　　－ 　　－　　－　　－　　－ 　　－　　－　　－　　－ 7,2267,2267,2267,226

1,1961,1961,1961,196  △ △ △ △ 1,9131,9131,9131,913 3,1103,1103,1103,110  △ △ △ △ 12,66312,66312,66312,663

40404040  △ △ △ △ 694694694694 734734734734 80808080

 △ △ △ △ 236236236236 　　－　　－　　－　　－  △ △ △ △ 236236236236  △ △ △ △ 5,0575,0575,0575,057

1,3921,3921,3921,392  △ △ △ △ 1,2191,2191,2191,219 2,6122,6122,6122,612  △ △ △ △ 7,6857,6857,6857,685

326326326326 414414414414  △ △ △ △ 88888888 414414414414

　　－　　－　　－　　－ 5,8405,8405,8405,840  △ △ △ △ 5,8405,8405,8405,840 5,8405,8405,8405,840

　　－　　－　　－　　－ 1,6541,6541,6541,654  △ △ △ △ 1,6541,6541,6541,654 1,6541,6541,6541,654

0000

1,7191,7191,7191,719 6,6906,6906,6906,690  △ △ △ △ 4,9714,9714,9714,971 223223223223

経経経経常常常常利利利利益益益益又又又又はははは経経経経常常常常損損損損失失失失 ((((△△△△ ))))

自平成１１年４月　１日自平成１１年４月　１日自平成１１年４月　１日自平成１１年４月　１日

至平成１２年９月３０日至平成１２年９月３０日至平成１２年９月３０日至平成１２年９月３０日 至平成１１年９月３０日至平成１１年９月３０日至平成１１年９月３０日至平成１１年９月３０日 至平成１２年３月３１日至平成１２年３月３１日至平成１２年３月３１日至平成１２年３月３１日

科　　　　　　目科　　　　　　目科　　　　　　目科　　　　　　目 自平成１２年４月　１日自平成１２年４月　１日自平成１２年４月　１日自平成１２年４月　１日 自平成１１年４月　１日自平成１１年４月　１日自平成１１年４月　１日自平成１１年４月　１日 （△印減少）（△印減少）（△印減少）（△印減少）

当  中  間  期当  中  間  期当  中  間  期当  中  間  期 前 年 中 間 期前 年 中 間 期前 年 中 間 期前 年 中 間 期 増　　　　減増　　　　減増　　　　減増　　　　減 前　　　　期前　　　　期前　　　　期前　　　　期

法法法法人人人人税税税税、、、、住住住住民民民民税税税税及及及及びびびび事事事事業業業業税税税税

前前前前 期期期期 繰繰繰繰 越越越越 利利利利 益益益益

中中中中 間間間間 (((( 当当当当 期期期期 )))) 未未未未 処処処処 分分分分 利利利利 益益益益

税税税税 引引引引 前前前前 中中中中 間間間間 純純純純 利利利利 益益益益 又又又又 はははは
税税税税引引引引前前前前中中中中間間間間（（（（当当当当期期期期））））純純純純損損損損失失失失（（（（△△△△））））

中中中中 間間間間 純純純純 利利利利 益益益益 又又又又 はははは
中中中中 間間間間 （（（（ 当当当当 期期期期 ）））） 純純純純 損損損損 失失失失 （（（（ △△△△ ））））

過過過過 年年年年 度度度度 税税税税 効効効効 果果果果 調調調調 整整整整 額額額額

税税税税 効効効効 果果果果 会会会会 計計計計 適適適適 用用用用 にににに 伴伴伴伴 うううう
固固固固定定定定資資資資産産産産圧圧圧圧縮縮縮縮積積積積立立立立金金金金等等等等取取取取崩崩崩崩高高高高

法法法法 人人人人 税税税税 等等等等 調調調調 整整整整 額額額額
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日軽金(単独)日軽金(単独)日軽金(単独)日軽金(単独)
（中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

1. 資産の評価基準及び評価方法
① たな卸資産 移動平均法に基づく原価法

② 有価証券
   満期保有目的債券 移動平均法に基づく原価法
   子会社株式及び関連会社株式 移動平均法に基づく原価法
   その他有価証券 移動平均法に基づく原価法

③ デリバティブ● 時価法

2. 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産 定額法（清水工場、名古屋工場、及び一部の有形固定資産は定率法(建物を除く））

　なお、取得価額が１０万円以上２０万円未満の有形固定資産(少額減価償却資産)
については、３年間で均等償却する方法を採用しております。

② 無形固定資産 定額法
　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年以
内）に基づく定額法を採用しております。

3. 繰延資産の処理方法
　新株発行費は、支出時に全額費用処理しております。

4. 引当金の計上基準
① 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を
計上しております。

② 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込
み額に基づき、当中間期末において発生していると認められる額を計上しておりま
す。なお、会計基準変更時差異（14,492百万円）のうち、当中間期における退職者
に係るものについては一括費用処理（1,228百万円)しており、それ以外に係るもの
については１２年による按分額を費用処理しております。

5.
　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借
取引に係る方法に準じて会計処理しております。

6. ヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法
　繰延ヘッジ処理によっております。但し、振当処理の要件を満たす為替予約については、振当処理を行なっておりま
す。また、金利スワップの特例処理の要件を満たすものについては、特例処理を行なっております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象
（通貨関連）
　ヘッジ手段…為替予約取引
　ヘッジ対象…外貨建債権債務及び外貨建予定取引
（金利関連）
　ヘッジ手段…金利スワップ取引
　ヘッジ対象…借入金の支払金利及び保有する社債の受取金利
（商品関連）
　ヘッジ手段…アルミニウム地金先渡取引
　ヘッジ対象…アルミニウム地金の購入取引

③ ヘッジ方針
　将来における為替変動リスク、金利変動リスク及びアルミニウム地金の価格変動リスク等、様々な市場リスクの回避
を目的として行なっております。

7. 消費税等の会計処理の方法
 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

リース取引の処理方法
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日軽金(単独)日軽金(単独)日軽金(単独)日軽金(単独)
（追加情報）

退職給付会計について
　　当中間期より退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会　平成10年 6月
　16日））を適用しております。この結果、従来の方法によった場合と比較して、退職給付費用が 1,593百万円増加し、経常利益
　は 1,932百万円、税引前中間純利益は 1,547百万円それぞれ減少しております。
　　また、退職給与引当金及び企業年金制度の過去勤務債務等に係る未払金は、退職給付引当金に含めて表示しております。

金融商品会計について
　　当中間期より金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会　平成11年 1月
　22日））を適用しております。この結果、従来の方法によった場合と比較して、経常利益、税引前中間純利益に与える影響は軽
　微であります。
　　また、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討した結果、自己株式を除く全てを投資有価証券として表示しております。
　この結果、その他の流動資産は 4,304百万円減少し、投資有価証券は同額増加しております。同様に、従来無形固定資産として
　表示していたゴルフ会員権等についても、金融商品に係る会計基準の適用に伴ない、期首時点でその他の投資としております。
　この結果、無形固定資産は 852百万円減少し、その他の投資は同額増加しております。
  　なお、当中間期においては、その他有価証券のうち時価のあるものについて時価評価を行なっておりません。平成12年大蔵省
　令第10号附則 3項によるその他有価証券に係る中間貸借対照表計上額等は次の通りであります。

中 間 貸 借 対 照 表 計 上 額 4,218 百万円
時 価 4,865 百万円
評 価 差 額 金 相 当 額 374 百万円
繰 延 税 金 負 債 相 当 額 271 百万円

外貨建取引等会計基準について
　　当中間期より改訂後の外貨建取引等会計処理基準（「外貨建取引等会計処理基準の改訂に関する意見書」（企業会計審議会 
　平成11年10月22日））を適用しております。なお、この変更による損益への影響はありません。

（貸借対照表に関する注記）

1. 有形固定資産の減価償却累計額 178,780 百万円 176,139 百万円 159,251 百万円

2. 担保資産及び担保付債務
担 保 資 産 ●
有 形 固 定 資 産 70,440 百万円 70,508 百万円 54,407 百万円
そ の 他 の 投 資 - 百万円 - 百万円 6,924 百万円

担 保 付 債 務 ●
借 入 金 18,517 百万円 20,283 百万円 8,310 百万円

3. 偶発債務
債 務 保 証 24,776 百万円 25,240 百万円 25,650 百万円
( 債 務 保 証 の う ち 共 同 保 証
に よ る 実 質 他 社 負 担 額 )

保 証 類 似 行 為 12,015 百万円 12,884 百万円 10,548 百万円
社 債 の 債 務 履 行 引 受
契 約 に 係 る 偶 発 債 務 - 百万円 - 百万円 10,000 百万円

4. 自己株式 6 百万円 402 百万円 0 百万円
(その他の流動資産に含めて (72,014 株) (4,367,863 株) (5,028 株)

 表示しております。)

5. 中間期末日満期手形の会計処理
　　中間期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。なお、当中間期の末日は金融機関の
　休日であったため、次の中間期末日満期手形が中間期末残高に含まれております。

受 取 手 形 4,769 百万円
支 払 手 形 3,411 百万円

6. 発行済株式総数及び資本金、資本準備金の増加について
　　当中間期において、当社は新日軽株式会社との株式交換契約に基づき、新株式を発行しております。

株式交換による新株式発行数 32,524,856 株
（株式交換後の発行済株式総数 543,350,370 株）

資 本 金 増 加 額 1,626 百万円（１株当たり50円）
資 本 準 備 金 増 加 額 13,786 百万円

（損益計算書に関する注記）

1. 減価償却実施額
有 形 固 定 資 産 4,373 百万円 5,107 百万円 10,915 百万円
無 形 固 定 資 産 151 百万円 189 百万円 364 百万円

        至 平成12年9月30日         至 平成11年9月30日         至 平成12年3月31日

当中間期 前期前年中間期
        自 平成12年4月 1日         自 平成11年4月 1日         自 平成11年4月 1日

前年中間期(平成11年9月30日)前期(平成12年3月31日)当中間期(平成12年9月30日)

( 5,539 百万円) ( 5,565 百万円) ( 5,240 百万円)
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日軽金(単独)日軽金(単独)日軽金(単独)日軽金(単独)
（リース取引に関する注記）

1.所有権移転外ファイナンス・リース取引

リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額
（単位：百万円）

取得価額減価償却中 間取得価額減価償却期末残高取得価額減価償却中 間
累 計 額期末残高 累 計 額 累 計 額期末残高

相 当 額相 当 額相 当 額相 当 額相 当 額相 当 額相 当 額相 当 額相 当 額

建 物 - - - 3 3 0 3 2 0

機 械 装 置 106 90 16 106 83 23 83 64 19

そ の 他 の 682 434 248 753 441 312 706 375 331
有 形 固 定 資 産

合 計 789 524 264 863 527 336 794 443 351

未 経過リース料
期末残高相当額 277 百万円 352 百万円 365 百万円
( うち、１年内 133 百万円 157 百万円 155 百万円 )
支 払 リ ー ス 料 91 百万円 205 百万円 104 百万円
減価償却費相当額 83 百万円 187 百万円 96 百万円
支払利息相当額 5 百万円 13 百万円 7 百万円

減価償却費相当額の算定方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
利息相当額の算定方法は、リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への
配分方法については、利息法によっております。

2.オペレーティング・リース取引

未経過リース料 13 百万円 14 百万円 18 百万円
( うち、１年内 8 百万円 10 百万円 10 百万円 )

（有価証券に関する注記）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

中間貸借対照表計上額    時価      差額   
関 連 会 社 株 式 1,042 百万円 649 百万円 △ 392 百万円

(自 平成11年4月1日 至 平成12年3月31日)

前期(平成12年3月31日)

当中間期(平成12年9月30日) 前期(平成12年3月31日) 前中間期(平成11年9月30日)

当  中  間  期
(自 平成12年4月1日 至 平成12年9月30日)

当中間期(平成12年9月30日) 前中間期(平成11年9月30日)

(自 平成11年4月1日 至 平成11年9月30日)

前  中  間  期前  期
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